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第10回 熊本県議会 地域対策特別委員会会議記録 

 

令和３年３月12日(火曜日) 

            午前９時58分開議 

            午前11時43分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

(1)地方創生に資する産業人材確保に関する

件 

(2)行政サービスの維持向上に関する件 

(3)付託調査事件の閉会中の継続審査 

――――――――――――――― 

出席委員(15人) 

        委 員 長 藤 川 隆 夫 

        副委員長 緒 方 勇 二 

        委  員 城 下 広 作 

        委  員 松 田 三 郎 

        委  員 溝 口 幸 治 

        委  員 西   聖 一 

        委  員 髙 木 健 次 

        委  員  田 大 造 

        委  員 橋 口 海 平 

        委  員 河 津 修 司 

        委  員 岩 本 浩 治 

        委  員 岩 田 智 子 

        委  員 末 松 直 洋 

        委  員 吉 田 孝 平 

        委  員 池 永 幸 生 

欠 席 委 員（なし) 

委員外議員（なし） 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

  総務部 

部長 山 本 倫 彦 

 理事兼 

    市町村・税務局長 宮 本   正 

       市町村課長 清 田 克 弘 

        人事課長 城 内 智 昭 

 企画振興部 

       政策審議監 野 尾 晴一朗 

        企画課長 阪 本 清 貴 

地域振興課長 池 永 淳 一 

      情報政策課長 椎 場 泰 三 

  

 健康福祉部 

      首席審議員兼 

    健康福祉政策課長 下 山   薫 

     高齢者支援課長 篠 田   誠 

 環境生活部 

     男女参画・協働 

推進課長 木 村 和 子 

循環社会推進課審議員 村 岡 俊 彦 

商工労働部 

      商工政策課長 臼 井 洋 介 

      首席審議員兼 

労働雇用創生課長 岡 村 郷 司 

産業支援課長 大 下   慶 

観光戦略部 

      首席審議員兼     

観光交流政策課長  府 高   隆 

 農林水産部 

      首席審議員兼 

農林水産政策課長 渡 邉 泰 浩 

  農地・担い手支援課長 楮 本 亮 治 

 土木部 

監理課長 木 山 晋 介 

 教育委員会 

      高校教育課長 岩 本 修 一 

   ――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

   政務調査課課長補佐 松 本 浩 明 

     政務調査課主幹 近 藤 隆 志 

 

――――――――――――――― 

  午前９時58分開議 

○緒方勇二副委員長 開会に先立ちまして、

皆様御承知のとおり、早田委員長が辞職をさ

れておりますので、本日は新たな委員長が選
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任されますまで、熊本県議会委員会条例第8

条第１項の規定により、私が委員長の職務を

代行させていただきます。 

 ただいまから、第10回地域対策特別委員会

を開催します。 

 なお、本委員会に３名の傍聴の申し込みが

あっておりますので、これを認めることとい

たします。 

 早田委員長が辞職をされ、委員長が欠員と

なっておりますので、ただいまから委員長互

選を行います。 

 委員長互選の方法については、指名推選と

投票がございますが、指名推選により行いた

いと思います。これに御異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○緒方勇二副委員長 御異議なしと認めま

す。よって、委員長互選の方法は、指名推選

により行うこととします。 

 それでは、委員長候補者を指名する方を決

めたいと思いますが、どなたからか指名をし

ていただけますでしょうか。 

  （「副委員長」と呼ぶ者あり） 

○緒方勇二副委員長 私にという声が上がっ

ておりますので、私が指名することに御異議

ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○緒方勇二副委員長 御異議なしと認めま

す。 

 それでは、委員長に藤川委員を指名したい

と思いますが、これに御異議はありません

か。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○緒方勇二副委員長 異義なしと認めます。 

 よって、藤川委員が委員長に決定いたしま

した。これで私の職務は終わりますので、委

員長と交代いたします。委員長よろしくお願

いいたします。 

  （藤川委員長、委員長席へ移動） 

○藤川隆夫委員長 おはようございます。た

だいま委員長に選任いただきました藤川でご

ざいます。円滑な議事進行に努めていきたい

と思っておりますので、短い時間ではありま

すけれども、よろしくお願いいたします。 

 それでは、早速、付託調査事件の審議に移

らせていただきたいというふうに思います。 

 本日の委員会出席者は、説明資料に関する

職員のみとしておりますので、お手元の配席

表により御確認いただきたいと思います。 

 それでは、最初に、議題２、地方創生に資

する産業人材確保に関する件、議題３、行政

サービスの維持向上に関する件について一括

して執行部から説明を受け、その後、質疑を

受けたいと思います。 

 なお、委員会の運営を効率的に行いたいと

考えておりますので、説明につきましては簡

潔にお願いをいたします。また、説明者は着

座にて説明をお願いいたします。 

 では、資料に沿って、執行部から説明をお

願いいたします。まず初めに、阪本企画課

長。 

 

○阪本企画課長 企画課でございます。 

 付託案件、地方創生に資する産業人材確保

についてでございます。 

 これまで当委員会では、付託案件に沿って

産業人材の確保について御審議いただいてま

いりました。本定例会では、その中で頂いた

御意見等を踏まえ、「新しいくまもと創造に

向けた基本方針」を提案しております。 

 また、これに関連する「第２期熊本県ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略」も取りまと

めました。 

 よって、今回は冒頭で雇用の概況に触れた

後、その基本方針と総合戦略の産業人材確保

関係部分について御説明したいと存じます。 

 なお、別添資料としてお配りしております

来年度の関連事業につきましては、御参考と

して主な新規事業を後ほど御紹介させていた

だきます。 

 それでは、説明資料の１ページをお願いい
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たします。まず、有効求人倍率の状況でござ

います。グラフの赤の点線が全国、青線が本

県の状況になります。本県の有効求人倍率

は、昨年10月、12月に1.10倍まで落ちました

が、一番右の直近の1月では1.17倍とアップ

しております。 

 おめくりいただき、２ページをお願いいた

します。 

産業別の求人状況でございます。グラフの

一番右になりますが、今年１月の新規求人数

は、抜粋しました７業種のうち、下から２つ

の宿泊業・飲食サービス業と、運輸業・郵便

業を除く５業種で、前月から増加となってお

ります。また、下の表の対前年同月比でも、

コロナ第１波の昨年４月、５月頃と比較する

と、７業種全てでアップしている状況でござ

います。 

 続いて、３ページをお願いいたします。 

 ここから、基本方針関連について御説明い

たします。基本方針では、資料左側に記載し

ております基本理念の実現に向け、理念の右

側の縦軸４つの柱により施策を展開してまい

ります。この中で、産業人材確保関連は、主

に青枠で囲った部分でございます。 

 上から、柱の２「新型コロナウイルス感染

症を踏まえた対応」の施策２「持続可能な社

会の実現」、施策３「持続可能な経済活動の

実現」、並びに柱の４「将来に向けた地方創

生の取組み」の施策２「若者の地元定着と人

材育成」、施策３「安全・安心な社会の実

現」でございます。 

 また、これらに対応する具体的取組が、右

側の総合戦略の青枠で囲ったとおりでござい

ます。 

 それでは、これまでの当委員会の主な御意

見を踏まえながら、柱ごとに説明いたしま

す。 

 おめくりいただき、４ページをお願いいた

します。 

 まず、柱の２「新型コロナウイルス感染症

を踏まえた対応」の施策２「持続可能な社会

の実現」でございます。赤枠になりますが、

当委員会では「ＩＣＴ等の活用による生産性

向上について、都道府県間競争を優位に進め

るためには、県として旗頭を掲げ、格差なく

情報インフラを整備することが重要」、「テレ

ワークなどで働き方が見直され、優秀な人材

を確保するチャンス、移住定住、企業誘致等

を戦略的に行うことが重要」などの御意見を

頂きました。 

 こうした点を踏まえ、下の青枠になります

が、基本方針ではＤＸやＩＣＴ教育の推進、

関係人口創出や移住定住の促進、中山間地域

等の整備などによる熊本への人の流れを加速

化することとしております。 

 ５ページをお願いいたします。 

 基本方針を踏まえ、総合戦略では、まず②

Society5.0の実現に向けたＤＸの推進とし

て、あらゆる分野でＩＣＴ等の技術を活用し

た取組を推進し、特に企業におけるＤＸの推

進とそれらを支える人材の育成、兼業・副業

を含む専門人材の獲得を支援することとして

おります。 

 次に、③の熊本への人の流れの創出とし

て、市町村と連携し地域資源の磨き上げ、地

域の魅力アップや都市と農山漁村との交流促

進などにより関係人口を創出、また地方移住

への関心の高まりを捉え、デジタル技術を活

用した情報発信や市町村支援により本県への

移住定住を促進、また地域の特色を生かし

て、農業・雇用・生活の拠点となり、国内外

の人たちが憧れ、住んでみたいと思うような

「スーパー中山間地域」の創生などを推進す

ることとしております。 

下の表は、関連する指標、ＫＰＩでござい

ます。 

続いて、おめくりいただき、６ページをお

願いいたします。 

施策３「持続可能な経済活動の実現」でご

ざいます。委員会では、どこに人材を振り向
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けるかという戦略、女性等の在宅就業に対す

る取組、求人減少へのフォロー、ＵＩＪター

ンを希望する若者への就労支援、長期無業者

等の再就職支援、外国人実習生等に関する対

応等の必要性ほか、事業承継、スマート農林

業の導入促進などの御意見を頂きました。 

こうした点を踏まえ、基本方針では、中小

企業への雇用維持・再就職支援やテレワーク

等を活用した働き方改革、若者の県内就職支

援、多様な人材の活躍推進と外国人材の受入

れ・育成等の促進、２点目の、「新しい生活

様式」に対応した業態転換や事業承継・創業

の支援、本県の強みである半導体産業等の育

成等、また３点目の、スマート農林水産業の

推進や担い手の確保・育成などによる収益性

の高い次世代型農林水産業の展開などを推進

することとしております。 

基本方針を踏まえまして、総合戦略では、

まず①企業や雇用の維持及び労働環境の整備

として、解雇、雇止めなどに関する相談体制

の整備や、兼業・副業の推進、人材不足分野

への雇用・就業機会の創出・提供、７ページ

になりますが、テレワーク等を活用した「新

しい働き方」を推進するなど、ワークライフ

バランスの確保等を加速させて、誰もが安心

して働き続けられる雇用環境の整備を支援し

ます。 

 また、ブライト企業等による企業の魅力発

信、県外離職者を県内の再就職へつなげる

「セカンドチャンス」の支援、次の、就職氷

河期世代の就労や正規雇用化、企業側の受入

環境の整備等の支援、さらに、外国人材が活

躍できるよう、安心して働くことができる環

境を整備し、外国人に選ばれる熊本づくりを

進めます。 

次に、②新しいビジネスの創出として、事

業承継やＭ＆Ａによる再編・統合などの支

援、地方回帰やリスク分散の動きに対して、

企業のネットワークを活用しながら、ＩＴ企

業等の育成・誘致を促進するとともに、イノ

ベーションを担う人材育成等を通じて、地域

課題解決型ビジネスを含む創業や第二創業な

ど、ビジネスチャンスの創出を促進いたしま

す。 

また、③農林水産業の持続的発展として、

多様な人材による担い手の確保・育成に加

え、ＩＣＴやＡＩ等を活用した作業の効率

化・省力化による人手不足解消、生産性向上

を推進するとともに、匠の技などの見える化

による次世代型農林水産業を展開することと

しております。 

おめくりいただき、８ページをお願いいた

します。 

次に柱の４「将来に向けた地方創生の取組

み」の施策２「若者の地元定着と人材育成」

でございます。 

当委員会では、農業高校や工業高校におけ

る教育の重要性、初任給アップ、奨学金返還

支援の継続、看護師資格を取得できる学校の

存続と県内就職支援、介護人材確保、そして

業界と一体となった建設業の働き方改革の必

要性などの御意見を頂きました。 

基本方針では、経済団体と高校の連携によ

る県内就職の支援や県内企業の魅力アップに

よる地元定着の促進、２点目以降は、農林水

産業はじめ各分野の人材確保育成についての

取組を示しております。 

続いて、９ページをお願いします。 

基本方針を踏まえ、総合戦略では、まず①

若者の地元定着としまして、高校と経済団体

との連携強化、インターンシップの実施等に

より、キャリア教育を推進、次に、ブライト

企業制度、よかボス等の取組みにより、企業

の認知度を上げるとともに、「熊本ライフの

すばらしさ」を発信します。 

 また、奨学金返還サポート制度により、若

者の県内定着を図ります。 

 次に、②の産業人材の確保・育成としまし

て、農林水産業における新規就業者の確保・

育成に向けた支援体制の構築と、農業高校等



第10回 熊本県議会 地域対策特別委員会会議記録（令和３年３月12日) 

 - 5 - 

での実戦力育成による若者の就業促進、ま

た、３ポツ目になりますが、医療介護従事者

の確保・育成と負担軽減につながるロボット

等の導入支援、４ポツ目になりますが、地域

の建設産業が持続可能となるよう、人材の確

保・育成を含めた事業環境の整備を図ること

としております。 

 おめくりいただき、10ページをお願いいた

します。 

 施策３「安全・安心な社会の実現」でござ

います。当委員会では、保育士の処遇改善、

子育てしながら仕事をしやすい環境づくり、

高齢者就労に関して相談しやすい環境づくり

などの御意見を頂きました。 

 基本方針では、子供を安心して産み育てら

れる社会の創造、高齢者の就労支援、また女

性活躍の推進などを示しております。 

 それを踏まえ総合戦略では、まず①子供を

安心して産み、育てられる環境整備として、

保育士の確保を含む保育の受皿の拡充、よか

ボス企業等の取組を通じた社会全体での結婚

や子育ての機運情勢を図ります。 

 次に、②子供からお年寄りまで、誰もが安

心して暮らせる地域づくりとして、生涯現役

社会の実現に向けた高齢者の多様な就労等へ

の支援を推進、また、③一人一人が尊重さ

れ、自分らしく暮らせる社会の創造として、

男女共同参画社会の実現に向けて女性活躍を

推進する企業トップセミナー等を実施するこ

ととしております。 

 基本方針関係は以上でございますが、次に

関連する来年度の事業につきまして、御参考

として、これまでの御意見等を踏まえた新た

に取り組む内容を中心に、別添の資料で御紹

介したいと存じます。 

 まず、別添資料の２ページをお願いいたし

ます。 

 上段の新規事業、ＤＸ導入モデル企業支援

事業でございますが、これはモデル企業を選

定し、ＤＸの導入による生産ラインの自動化

や生産性向上を図ることで、人が密になら

ず、かつ競争力のある生産現場を実現し、県

内企業への波及を図るものでございます。 

 次に、下段のプロフェッショナル人材戦略

拠点運営事業は、県内企業の優秀な人材獲得

をサポートするもので、一番下のところにな

りますが、来年度は新たに県内企業が支給す

る副業・兼業に係る移動費を支援したいと存

じます。 

 おめくりいただき、３ページをお願いいた

します。 

 移住定住促進事業でございます。地方回帰

ニーズの高まり等を踏まえまして、来年度は

新たに、概要の１つ目になりますが、デジタ

ルプラットフォームを構築し効果的な情報発

信を図るとともに、その２つ下の移住定住総

合補助金を創設し、空き家のリフォーム費用

の補助など住まいに関する市町村の取組を支

援してまいります。 

 続いて４ページの、スーパー中山間地域創

生事業は、シンボル的なスーパー中山間地域

を創生するため、将来像とその達成に必要な

取組を具体化した各種計画策定を行う市町村

を支援するものでございます。 

 おめくりいただき、５ページをお願いいた

します。 

 中段の、新型コロナ対応雇用維持・確保支

援事業は、「解雇なき労働移動」による雇用

の維持・確保のため、在籍型出向をはじめと

した兼業・副業に係る周知啓発やマッチング

支援による先進事例の創出を図るものでござ

います。 

 続いて、６ページ上段のｅ－コマースの強

化による雇用創出事業は、深刻なダメージを

受けております土産品製造業者や小売業者に

ＩＴの専門家を派遣して、販路の多角化と収

益向上に伴う新たな雇用の創出を図るもので

す。 

中段のテレワーク推進体制強化事業は、テ

レワークを活用した多様な働き方を支援し、
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新たな雇用の創出や県内企業のテレワーク導

入を図るものでございますが、来年度は新た

に民間のコワーキング施設のネットワーク化

や円滑な運営のあり方などを検討するための

調査を実施いたします。 

おめくりいただき、７ページをお願いいた

します。 

上段の、くまもと型就職氷河期世代活躍促

進事業は、就職氷河期世代の就業や社会参加

等を支援するもので、来年度は新たに専門家

を企業に派遣して業務の切り出しを行うな

ど、企業の受入環境の整備を図ります。 

続いて、飛びまして10ページをお願いいた

します。 

上段の、スマート農業導入加速化事業で

は、来年度は新たにアシストスーツの活用実

証や、中山間地域を守る組織的スマート農業

技術の導入支援などに取り組みたいと存じま

す。 

おめくりいただき、11ページをお願いいた

します。 

上段の高校生キャリアサポート事業でござ

いますが、就職者の多い県立高校にキャリア

サポーターなどを配置して就職支援などを行

うものですが、来年度は、例年12月までの配

置期間を３月末まで延長して支援したいと存

じます。 

以上、県内産業の持続的発展のため、基本

方針に沿って各施策を着実に推進してまいり

たいと存じます。 

企画課の説明は、以上です。 

 

○清田市町村課長 市町村課でございます。 

 続きまして、行政サービスの維持向上につ

いて御説明させていただきます。 

 委員会説明資料に、お戻りいただきたいと

思います。資料は、11ページをお願いいたし

ます。 

 本日の委員会では、令和２年度における議

論の整理・確認といたしまして、これまでの

当委員会での説明や御議論なども踏まえなが

ら、今後の取組などについて御説明させてい

ただきます。 

 まず、(1)国における検討として、地方制

度調査会答申概要について紹介しておりま

す。地制調答申の内容につきましては、これ

までもこの委員会で触れる機会がありました

ので、簡単に説明させていただきますが、答

申では2040年頃にかけて人口減少など多くの

ことが変化することを踏まえ、真ん中の囲み

にあるように、地方行政のあり方を変化・リ

スクに適応したものへと転換する必要がある

などとし、下の囲みにあるように、デジタル

化、公共私の連携、広域連携、地方議会の４

項目について取組の方向性が示されておりま

す。 

 資料の12ページをお願いいたします。 

 次に(2)、この地域対策特別委員会での議

論でございます。今年度は、昨年度整理いた

しました４つの項目について御議論を頂きま

した｡①の、地域のニーズ把握につきまして

は、市町村アンケートの結果などを報告した

ところです。 

当委員会では、県内をエリア分けし議論を

していくことが必要、広域連携が進んでいな

い分野もあるが、関係者から意見を聞きなが

ら進めることが必要、などの意見を頂きまし

た。 

御意見なども踏まえ、今後の取組として、

地制調答申でも触れられておりますが、地域

の変化・課題を客観的に見通す「地域の未来

予測」の作成支援が考えられると思っており

ます。 

 次の13ページをお願いいたします。 

 ②県と市町村の協力・連携につきまして

は、県内の広域連携の状況や、県の広域本

部、地域振興局の役割等を御報告いたしまし

た。 

 当委員会では、市町村単独での行政運営が

難しくなっていく中で、県が主体的・能動的
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に動くべきなのか、市町村間の横の連携を進

めていくことが地域の補完になる、などの御

意見を頂いたところです。 

 今後の取組として、地域によって課題が異

なることを踏まえ、引き続き広域連携の取組

などの支援が考えられると思っております。 

③職員不足・財源不足への対応につきまして

は、市町村の技術職員不足への対応や、就職

氷河期世代の採用に係る情報提供や助言等に

ついて、それぞれ御報告いたしました。 

当委員会では、派遣される職員のこともし

っかりと考えていくことが必要、民間会社か

ら県への技術者派遣について、在り方を検討

していくことが必要、などの御意見を頂きま

した。 

今後の取組として、市町村の職員採用・育

成、外部人材確保の支援とともに、県職員の

市町村への派遣等が考えられると思っており

ます。 

14ページをお願いいたします。 

④の情報化の推進等につきましては、行政

のデジタル化に関する国や県の動き等につい

て御報告をいたしました。 

当委員会では、市町村間で情報システムが

ばらばらである、国主導でシステム統一を進

めるべきと思うが、県でもしっかりと進めて

ほしい｡市町村の上下水道情報を一元化する

ことで、行政サービスが向上するなどの御意

見を頂きました。 

今後の取組として、行政手続のオンライン

化やシステム標準化などで、市町村と連携し

たデジタル化の推進とともに、ＩＣＴの利活

用環境の整備が必要と考えております。 

次の15ページをお願いいたします。 

 こちらからは、当委員会の議論において

も、また国の地方制度調査会の検討において

も、共通して今後の取組のテーマとして取り

上げられておりますデジタル化と、広域連携

の最近の動きを御紹介いたします。 

 まず、２、行政のデジタル化の推進の(1)

の国の動きについてです。昨年12月に閣議決

定された、デジタル社会の実現に向けた改革

の基本方針の概要です。詳細は割愛させてい

ただきますが、一番上の囲みに記載されてお

りますように、デジタルの活用により一人一

人のニーズに合ったサービスを選ぶことがで

き、多様な幸せが実現できる社会がデジタル

社会のビジョンとされております。 

 基本方針の２つの大きな柱として、その下

に大きく囲んである左の、「ＩＴ基本法の見

直し」、右の「デジタル庁設置」が位置づけ

られております。 

 次の16ページをお願いいたします。 

 次に、(2)県の取組についてです。大きく

３つの取組を御紹介しております。まず１つ

目が、新たな情報化推進計画に基づく取組の

推進です。こちらは後ほど詳しく御紹介いた

します。 

 次に、２つ目が県の行政手続のオンライン

化の推進。そして３つ目が、市町村のデジタ

ル化に向けた支援でございます。 

 17ページを御覧ください。 

 新たな情報化推進計画（案）の概要です。

計画の位置づけとして、県の情報化施策を総

合的・計画的に推進するための計画であり、

計画期間は令和３年度から３年間でございま

す。ページ左下にあるとおり、目指す姿とし

て「安全安心便利なくらしができる超スマー

ト社会くまもと」を掲げており、その姿の実

現に向けた柱として、安全・安心・便利で創

造性豊かな社会、デジタル行政、災害・危機

に強い情報通信基盤を掲げております。資料

の右側にあるとおり、今後の取組として具体

的に26の施策を掲げております。 

 18ページをお願いいたします。 

 続きまして、広域連携の推進でございま

す。まず、(1)国の動きとして、総務省の地

制調答申を踏まえた多様な広域連携推進の資

料です。タイトルの下の枠囲みがありますけ

れども、まず１つ目のポツの最後あたりで、
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地域の枠を越えた連携が重要とされており、

２つ目のポツで、今後のインフラの老朽化や

専門人材の不足の深刻化に対応するため、長

期的・客観的な変化・課題の見通し、いわゆ

る地域の未来予測を共有し、広域連携による

施設、インフラ等の資源や専門人材の共同活

用が効果的とされております。 

 さらに、その次の３つ目のポツで、連携は

地域の実情に応じ、多様な手法の中から最も

適したものを選択することが適当として、そ

の例として連携中枢都市圏などが下の図で示

されているところです。 

 次の19ページをお願いいたします。 

 このため、国では答申などを踏まえ昨年、

「地域の未来予測に関する検討ワーキンググ

ループ」を立ち上げ、地域の未来予測の在り

方、予測を行う分野や指標、推計方法につい

て検討が行われております。 

 次の20ページをお願いいたします。 

 地域の未来予測に関する検討ワーキンググ

ループの資料です。地域の未来予測を整理す

るに当たって、対象として考えられる分野等

が示されております。今後、関連した動きが

国のほうでも見られると思いますので、県と

してもしっかり情報を収集して、市町村とも

共有をしていきたいと考えております。 

 21ページをお願いいたします。 

 (2)広域連携に関する、県内の動きについ

てです。一般廃棄物処理施設に関する連携と

して、菊池環境保全組合で新たな環境工場、

「クリーンの森合志」が整備されることに伴

い、菊池市単独の施設も今後廃止され、菊池

圏域全ての一般廃棄物の処理が１か所で行わ

れることとなる予定でございます。 

 次の22ページをお願いいたします。 

 最後に、参考といたしまして、令和２年７

月豪雨に関する職員不足の対応について御報

告いたします。まず、短期の職員確保につき

ましては、県内外から延べ１万2,458人の職

員を派遣し、被災市町村の行政体制支援や避

難所支援などの業務支援を行ってまいりまし

た。本年１月29日をもって終了しておりま

す。 

 23ページをお願いいたします。 

 次に、中長期の職員派遣に関する要望・充

足状況についてです。まず、令和２年度の派

遣決定状況です。市町村分が79人の要望に対

し、県内外の自治体から63人の派遣をいただ

いております。県分につきましては、80人に

対し34人の派遣決定となっております。な

お、充足できなかった業務につきましては、

任期付職員採用や民間委託の活用などで対応

が行われております。 

 次の24ページは、市町村別の派遣決定状況

一覧となっております。 

 その次の25ページにつきましては、これは

令和３年度の派遣決定状況となっておりまし

て、市町村分につきましては115人の要望に

対し61人の派遣決定がなされております。 

 なお、要望数につきましては、今年度同

様、組織及び業務の見直しを進めていただく

見込みとなっております。県分につきまして

は、44人に対し20人の派遣決定となっており

ます。 

 次の26ページは、市町村別の派遣決定状況

一覧となっております。 

 以上で、行政サービスの維持向上に関する

説明を終わらせていただきます。 

 

○藤川隆夫委員長 以上で執行部からの説明

が終わりましたので、質疑に入りたいと思い

ます。 

 まず、地方創生に資する産業人材確保に関

する件について、質疑を行いたいと思いま

す。質疑はありませんか。 

 

○松田三郎委員 おはようございます。 

 年度最後の委員会ということでございまし

て、資料も当委員会での主な意見、課長の御

説明がありました。それに対応するように、
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基本方針あるいは総合戦略で、こういう位置

づけをしました。さらには別添で、来年度の

予算、こういう点に予算づけをしております

という意味で、非常に分かりやすい資料にな

っていると思っております。 

 それで、今言いました年度最後ですのであ

まり細かな話とか、何かかえって広がるよう

な話はできるだけ避けて、今の説明で大体分

かるのは分かるんですが、少子高齢化とかあ

るいは人口減少と言われて久しいわけでござ

います。 

 それで、例えば資料で言いますと、４ペー

ジにこの意見、当委員会の意見でも言いまし

たように、テレワークであるとか移住定住、

企業誘致。要は、できるだけ県内から出て行

く人を、流出を少なくして、そして県外から

来ていただく方を増やす。もちろん人口減少

が全て悪いとは言いませんが、まあ人口は減

らないほうがいいというような価値観で、そ

れを前提で申し上げておりますが、そういう

施策を特にコロナの影響で、まだ１年ぐらい

でしょうから、慣れた部分、慣れてない部分

がありますので、今後のことを考えると、コ

ロナの影響を受けて、もちろん厳しい業界等

々も多いわけでございますが、これを何とか

契機として反転攻勢するために、ここに書い

てあるように、例えば都会にもう住んでおる

必要もないだろうということで、地方に移住

をしたいという方が事実増えている。また、

この企業誘致にしても、若干状況は違うかも

しれませんが、何も東京に本社機能を置いて

おく必要もないということで、地方移転ある

いは企業誘致、地方に移転をしようという動

きもある。あるいは、ここに書いてありませ

んが、観光なんかもやっぱりできるだけ地方

のほうに旅行等々をしてほしいということ

は、これ実はコロナの影響の前から本県も取

り組んできたことだと思っております。 

 それで、ちょっといろいろ各課にまたがり

ますので、代表して総務部長か政策審議監か

分かりませんが、例えばさっき言いました地

方移住とか企業誘致あるいは観光、そのほか

もでしょうが、今までやってきた。もちろん

一生懸命ですね。けれども、コロナを契機と

して、さらにこういう点はもっとピンポイン

トで、あるいはもっと強く意識してやってい

かなければならない、というのが、ここに書

いてあるように、あまりいい言葉じゃありま

せんけれども、国内で言うと都道府県間競争

になるし、熊本県内で言うと、これは市町村

間あるいは各地域間の競争になる。どうして

も、そうならざるを得ない部分もあるんだと

思います。ただ、県の立場として、ここに例

えば、これはこの分野だけでしょうけれど

も、「旗頭を掲げるとともに、云々」という

のがあります。例えば観光、それは移住もそ

うですけれども、ある方が熊本市内に移住し

たいと言うのを、「いやいやいや、そう言わ

ずに球磨郡に住んでください。」とか、ある

いは阿蘇に旅行したいと言う人に、「いやい

や、そう言わぬで球磨郡を観光してくださ

い。」と言うのは、なかなかそういう誘導と

いうのが、県の立場としてやりにくい部分、

あるいは県だからやれる部分というのも、こ

の政策を進める中でも出てくるんだと思いま

す。 

 そういう意味では、さっき言いましたよう

に、もちろん資料を全部突き合わせて読めば

分かることかもしれませんが、次年度以降に

つながる、我々の心の準備も含めて、「コロ

ナの前と後で同じ政策を進めていくんだけれ

ども、こういう点には特に注意してやってい

かないと、なかなか都道府県間競争には勝て

ない。」、加えて、言いましたように県の役回

り、県のこのポジションとして、「それをさ

らに県内の市町村に波及させていくために

は、どういった注意が必要なのか。」という

のを、我々もその方向性なり共有する必要が

あると思いますので、まずは一時的に総務部

長に何か言っていただいて、それぞれ観光か
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らも企業、企業誘致はいらっしゃいませんの

で、臼井課長か大下課長か、その辺かもしれ

ませんが、補足をしていただくという形で一

応よございますかね。 

 

○藤川隆夫委員長 では、山本総務部長、ど

うぞ。 

 

○山本総務部長 今、松田委員からお話があ

った点についてでございます。 

 いろいろ多岐にわたりますので、まず私の

ほうから一言お答えさせていただいて、また

後、審議監含め関係各課から御説明させてい

ただければと思います。 

 今までいろいろ取組を進めてきたけれど

も、コロナを契機にさらにやらねばならぬこ

と、あるいは注意しなければならないことと

いうことでございますけれども、まず一つ

は、コロナで特に移住定住とか、あるいはテ

レワークなんかもそうですけれども、デジタ

ル関係のことをさらに進めていって、そこを

契機に地方も活性化を引き続きしていかなけ

ればいけない、あるいは地方に人を呼び込ん

でいかなければいけないということが、人と

人との接触を避けるという中で、より強く意

識されるのかなというふうに思っておりま

す。 

 そういった意味では、資料にも書いてあり

ますけれども、インフラの整備というのが、

やはり都会に比べると少しスピード感として

は後れている部分も、それはもちろんありま

すので、そこはしっかりやっていかなければ

いけないというふうに思っています。 

 県のポジションとしては、当然、市町村ご

とにそれぞれやっていただくところもあるわ

けですけれども、インフラの整備になります

と、それなりの体力も必要ですし、財政的な

ことも含めてですね、そこは県としてしっか

り大きく取り組んでいかなければならないか

と思っております。 

 それからコロナの関係で、人の流れが変わ

るということと、それからデジタルの関係も

そうですけれども、社会の環境が大きく変わ

っていく中で、今まで企業さんなんかが取り

組まれていたことが、そのまま通用しないと

いうことが当然あろうかと思います。それ

は、個々の企業が新しい時代に適応してチャ

レンジをしていくということがもちろん基本

ではございますけれども、やっぱりみんなが

みんな、この新しい動きに日々なかなか忙し

い中で的確に対応していけるかというと、必

ずしもそうでないところもありますので、そ

ういったところはやはり行政が民間の活動、

企業の活動というのをしっかり下支えしてい

く、そういった方向に誘導するような、補助

金であったり、あるいはその情報提供であっ

たり、そういったことはしっかりやっていか

なければならないのかなというふうに思って

おります。 

 全国に比して、特に対都会ですけれども、

県としてはそういったところに後れないよう

にといいますか、拮抗できるようにしっかり

やっていくということでございますけれど

も、国・県・市町村という中で、県はその中

間的な団体でもあるわけですから、他県に比

べて後れていかないということは、しっかり

やっていきながらも、一方でやはり県内では

県内の格差が生じないようにやっていかなけ

ればいけないということかと思います。 

 その中で、特に熊本県は、県内では熊本市

への人口流入というか、そういった社会的な

動きもありますし、熊本市が政令市として県

と同様なポジションで様々な施策をやってい

ただいておりますので、熊本市との行政的な

調整といいますか、そういったところは特に

意識をしてやっていかなければいけないとい

うふうに思っています。コロナの関係の保健

行政もそうですし、あるいは産業政策とか観

光の関係なんかも、熊本市との関係は常に意

識しながら県としてしっかり取り組んでいく
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必要があるのかなというふうに思っておりま

す。 

 様々ございましたが、雑駁な説明は以上と

させていただきまして、また御指摘がありま

したら御回答させていただきたいと思いま

す。 

 

○野尾政策審議監 私のほうからは、ちょっ

と今回の代表質問で小早川議員に対してお答

えした考え方を、若干触れさせていただきた

いと思います。 

 確かに、今まで私たちが取り組んできたこ

とで、どういう効果があったかというのは、

なかなかはかれない部分もあります。 

 実際に今、データ的なことを申し上げます

と、平成26年に地方創生が動き始めました。

これを10月１日現在の人口で分析した資料が

今手元にありまして、それでいきますと、ま

ず全体的に平成26年10月１日から令和２年の

10月１日の人口の差というのが、県内全体で

５万8,000ぐらいのマイナスです。それを自

然減と社会増減で分けますと、これは４万

1,000対１万7,000になっています。自然減が

４万1,000、社会減が１万7,000ぐらいです。

ですから、年間どの程度の割合かというと、

大体、年間2,000ぐらいですね、社会的減少

が出てきています。地方創生に全国的に取り

組もうということで、若干の歯止めはかかっ

てきましたが、逆転には転じていない。一番

大きいのはやっぱり、何回も申しますように

自然増減が４万1,000抱えております。社会

増減が１万7,000から１万8,000ぐらいあると

いう現実をまず御理解いただいた上で、今後

私たちが何を進めていかなければいけないか

と申しますと、やっぱり知事が説明をしてい

ますように、熊本への企業と人の流れをどう

取り込んでいくか。これは全国同じような状

況で、非常にレッドオーシャン化していまし

て、かなり今から過酷な競争が待っていると

思っています。 

 我々として、していかなければいけないの

が、常々ランキングとかいろいろ出てきます

が、多分住みやすさとか教育とか環境では、

私たちの県というのは、そこまで低くはない

と思っています、上位に入っているだろう

と。それを、どう全国的にアピールしていく

か。総務部長がおっしゃったように、昔なが

らのアナログ的なやり方じゃなくて、今はも

うデジタルで、ネットで全部調べていらっし

ゃいます。だから、ある市町村に聞いたんで

すが、ある市町村が移住定住のサイトをリニ

ューアルしたら、翌日から倍ぐらいの問い合

わせがあるそうです。がんがんネットで入っ

てくるそうです。雑誌とかメディアだけじゃ

なくて、ネットの影響というのは非常に大き

いんじゃないか。 

 そういう意味で、先ほど企画課長から説明

がありましたように、やはり移住定住に関し

ましては、デジタルトランスフォーメーショ

ンと申しまして、最新のデジタル技術を使っ

て、どのように積極的に情報を出していく

か、また、その希望者の方たちのネットワー

ク化を図って、どううまく取り込んでいく

か、これが１点目考えています。 

 ２点目として答弁にお答えしたのが、九州

内を比較し、九州内の人口の増減を見てみま

すと、やはり福岡が一人勝ち状態になってい

るのが現状です。 

 我が県の増減で、どこが転入・転出が一番

大きいかというと、ここ５年間でいいますと

福岡が一番大きくて、福岡に対する平成27年

から令和２年までの、いわゆる転入者から転

出者を引いた減、いわゆる社会減が延べ１万

人ぐらいになっています。年間大体1,500人

ぐらい。これを東京都は同じようなスパンで

見ますと7,000ぐらいです。神奈川で3,000、

千葉が1,300というふうに、私たちはやっぱ

り福岡に行った学生がそのままあっちに定着

するのか、それとも帰って来てもらうのか。 

こういうふうに申しますように、今まで東
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京、大阪というふうに相談窓口を設けてやっ

てきましたけれども、福岡にも何とか今回

は、てこ入れする時期にきているんじゃない

か。やはり、国は23区というふうにおっしゃ

いますが、距離的な部分もありますし、そこ

はデータ的に見ますと、増減比で、社会減が

一番大きいのは福岡県になっていますので、

福岡は何とか考えなければいけないんじゃな

いかと思っています。 

あと１点が、やはり交流人口と定住人口の

間に、いわゆる何らか熊本と関わり合いがあ

る、関係人口という分類があります。熊本の

ファンと、くまモンのファンと、熊本にも何

回も来たことがある、そういう方たちをどう

増やしていくか。一過性じゃなくてリピータ

ーをどう増やしていくか、これは、今日は商

工部も観光部もおりますけれども、全庁的に

横串を刺して、熊本の魅力をどうデジタルを

使って、メディアを使って発信していく、こ

うやっていわゆる裾野を広げていくというこ

とも必要だろうと。これが３点目です。 

最後に、御質問があった市町村との関係な

んですが、おっしゃるように多分、移住定住

の窓口で、いきなり人吉に移住したいという

方もいらっしゃるかもしれません。いや熊本

全体という方もいらっしゃるかもしれませ

ん。今やっておりますのが、県の窓口を東京

と大阪に置いております。そこと、やっぱり

市町村との連携をどうしていくか。松田委員

がおっしゃったように、「いや、そっちに行

かないでこっちに。」とはなかなか言えない

かもしれませんけれども、「熊本県にはいろ

いろな市町村がありまして、こういう施策が

あります、だから熊本を向いていただけせん

か。」、そういうふうな話を県としてはやって

いかなければいけないのかなと。 

ちょっと余談になりますけれども、私が昔

企業立地課におりましたときも、やはり同じ

ような感じで、企業誘致に非常に熱心なとこ

ろは、県と連携して、自分で工業団地も造ら

れて、それで誘致をした。移住定住も今同じ

ような状況になっていまして、やっぱり非常

に移住定住に熱心な市町村が幾つかありま

す。その方たちは、自分たちで東京でいろい

ろなイベントをしたり、ホームページを作っ

たり、発信したり、リニューアルしたり、地

方創生のハードのための交付金でいろいろお

試しのような施設をつくったり、そういう方

たちと私たちは連携して、やはりやる気があ

る市町村、意欲がある市町村を、しっかりと

支えて、その方たちがやっていらっしゃる施

策を提供していかなければいけないのかなと

思います。 

話が取り留めなくなったんですけれども、

先ほどから申しましたように４点、このよう

な方向性を今考えております。 

私からの説明は、以上でございます。 

 

○藤川隆夫委員長 ほかには。執行部から何

か追加でありますか。 

 

○池永地域振興課長 今、移住定住につい

て、地域振興課のほうから補足説明をさせて

いただきます。 

 今年度コロナ禍ということもありまして、

県主催の移住相談会、交流会などは全部オン

ラインでやっております。 

 移住相談会にこれまで参加していただいた

のは、年間で500から600でございました。た

だ、今回オンラインでこの移住相談会、交流

会をやったことで、県主催が16回、他団体に

県として参加したのが５回ございますが、こ

れまで500～600だったのが1,500程度まで伸

びております。 

 また、オンラインのいいところは、ユーチ

ューブ等で保存しまして、後で視聴ができる

ということで、そういった視聴を加えると

4,600まで、これまでの500～600が増えたと

いうような状況がございます。 

 ですから、来年度に関しては、このデジタ
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ル技術を使った情報発信というのをしっかり

やって、その参加していただいた方々を、先

ほど関係人口の話が出ましたけれども、熊本

のファンになっていただいて、いずれ熊本に

旅行に来ていただく。それから熊本を好きに

なっていただいて、熊本に最終的に移住して

いただくような形で、移住希望者のデータベ

ース化を図りまして、今どのステージに移住

希望者があるのかというところを整理して、

その方に合った情報を発信できるようにして

いきたいと考えております。 

 

○府高観光交流政策課長 観光交流政策課で

ございます。 

 松田先生のほうから観光という話がありま

したので、観光戦略部の考えについても一言

話させていただきます。 

 今回の議会でも、観光戦略についての質問

を多く頂きました。 

 その中で、知事それから寺野観光戦略部長

のほうからもお答えしておりますけれども、

我々の観光戦略というのは、単なる観光のた

めの戦略でございませんで、熊本県が抱える

様々な施策の解決につながるような戦略をし

ていきたいという話をしております。 

 特に、この移住定住に関しましても、観光

というのはまず、先ほどの野尾審議監の話も

ありましたけれども、交流人口としての熊本

ファンの獲得、間口を広げるところが観光の

第一義的な役割でございますし、そこはリピ

ーター化をすることで関係人口につなげて、

最終的には様々なスキルを持った方々に移住

していただく、県民化していくと、そこまで

考えた形で、例えばワーケーションですとか

それから様々なツーリズムの開発のほうに当

たっていきたいと思っております。 

 以上でございます。 

 

○岡村労働雇用創生課長 付け足しで、説明

させていただきます。 

少子高齢化で県外流出を抑えるというお話

がありましたので、大学生、高校生の新規学

卒者の件についてですけれども、参考までに

熊本労働局の話によりますと、昨年の同時期

と比べると、高校生の卒業予定者のうち県内

企業を希望する方の割合が増えているという

ような状況と聞いております。これは、希望

する企業が求人がなかったということもある

かもしれませんけれども、県外の大手企業が

採用を控えるという動きがある中で、やっぱ

り県内企業にとっては優秀な人材を確保する

チャンスだと思いますので、県内企業の情報

を学生や生徒あるいは保護者の方にしっかり

届くような施策は取っていきたいなと思って

おります。 

 それから、テレワークということについて

少しおっしゃったと思うんですけれども、テ

レワークというのは感染リスクの防止という

ことのみならず、多様で柔軟な働き方が可能

ということで、女性とか高齢者とか、障害の

ある方の就業機会の拡大につながるというこ

とともに、企業にとってはビジネスチャンス

の拡大だというふうに考えています。県内

に、把握できている分で40ぐらいのコワーキ

ング施設というのがあるんですけれども、こ

こは県内、県外の企業の社員の方のテレワー

クの場所であるとともに、雇用の場というこ

とにもなっております。 

 そのコワーキング施設では、企業間の商談

であったり新規事業の検討であったり、異業

種間での交流も行われていると。さらに、県

内企業と県外企業の出会いの場となっている

ようなところもあります。 

 実際に、県内のある施設では、例えば子育

て中の女性を地元で雇用して、県外から受注

した仕事をそこのコワーキング施設でやって

いるとか、あるいは利用企業の半数以上が県

外企業というようなところもありますので、

しっかりそのコワーキング施設のネットワー

クあたりも、来年度少しつくるような取組も
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進めていって、企業と企業を結びつけるよう

な、県外企業と県内企業を結びつけるよう

な、そういう場所になればなというふうに考

えております。 

 テレワークの推進については、個別の企業

の導入と併せて、そういった取組を進めてい

きたいなと思っているところです。 

 

○臼井商工政策課長 商工政策課でございま

す。 

 企業誘致に関して、お答えします。 

 まず、基本としては好調な半導体関連企業

とか、持ち直しの動きが本格化している自動

車関連企業の誘致、これは引き続き取り組ん

でいくというところでありますけれども、コ

ロナ前とコロナ後、どこを戦略的に注意して

やっていくかといいますと、ＩＴサービス関

連企業の誘致かというふうに考えておりま

す。人口減少を緩和するには、若者が働きた

くなるようなＩＴ企業だったりコンテンツ企

業、今主流のそういった企業を誘致し、雇用

の場として確保することが必要だというふう

に考えております。ＩＴ企業、コンテンツ関

連企業は、働き方改革とか、伸び盛りですの

で人材確保、そういったことに意欲旺盛で、

地方にサテライトオフィスを設置する事例が

多数ございます。 

 岡村課長からもおっしゃいましたが、そう

いったところにＩＴ企業、人と人とのつなが

りとか企業と企業のつながりで、どの地域に

サテライトオフィスを設置するかみたいな話

が、今の事例が非常に多くあるというところ

がございますので、そういう企業、県内企業

と県外企業のネットワーク構築とかビジネス

マッチングの機会、そういったものを増やし

つつ誘致活動を同時に進めていくということ

をやっていきたいというふうに思っておりま

す。 

 以上です。 

 

○藤川隆夫委員長 大丈夫ね。 

 

○松田三郎委員 すみません｡ちょっと私、

質問の工夫の足りなさで大分時間を使ってし

まったので、一言だけ申し上げますが、それ

ぞれおっしゃったように、私自身も市町村に

おいては、やっぱりそれだけ努力したところ

はそれなりの成果を上げてもらう、努力をし

ないところは、しないというか、努力が足り

ないところはやっぱりそれなりの効果、成果

しかない。そういう意味では競争原理的な適

用を受けるというのは、これはやむを得ない

というのは、あってしかるべきだろうとは思

っております、基本的には。 

 ただ、山本部長がおっしゃったように、県

内には政令市もございますので、熊本市は全

く無視して行政を進めるというわけにはいか

ないとは思いますが、後ほどの行政サービス

の維持向上にも関わるところでございます

が、熊本市と、私の選挙区にある五木村、人

口1,000人弱で職員数もかなり少ない、こう

いうところは、同じ基礎自治体、同じ市町村

ですからというのは、やっぱりちょっと違う

んだろうというのは、私が今まで重々、御認

識いただいていることだと思っておりますの

で、さっき言いました非常に多岐にわたった

ことを基礎自治体もこれからいろいろやって

いかなければならないという状況での県の関

わり方というのは、より重要になってくるの

かなと思いますので、引き続きそういう、ち

ょっと弱いところには、ほかのところよりも

ちょっとてこ入れをしていただきたいという

虫のいい要望をして終わりたいと思います。 

 以上でございます。 

 

○城下広作委員 関連で、私にも教えてくだ

さい。 

 各部門の移住定住の取組は大体、なるほど

と思います。それで、これは県が頑張って、

東京事務所や大阪事務所が頑張って情報発信
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している。それらの情報で、熊本に移住定住

しようと決めたケース、市町村が一生懸命頑

張って、わが町にということで。この辺はど

うなんですか。    

 県が断然頑張ったから、移住定住で熊本県

に来たのは、圧倒的に県のやっぱりサポート

によって呼び込めただろうというふうな感触

なのか、いやいや結構市町村が頑張ってして

いるから選んで来たという形なのか、県がこ

の辺をどう感じているかを、ちょっと。 

 

○池永地域振興課長 ただいまの城下委員の

御質問ですけれども、県では今、東京と大阪

と熊本に相談センターを置いております。そ

こを通じて移住してきた件数というのが、も

ともと相談の件数が昨年で1,340、それから

今年２月現在で1,061というような状況で

す。昨年度、その窓口を利用して移住したと

いうのが、はっきり分かっているのが28名、

それから今年度で55名というような状況で

す。 

 今、資料の４ページや５ページに、総合戦

略における関連ＫＰＩというのを出しており

ますけれども、そこで市町村の住民票の窓口

でのアンケートで、移住して来たのか転勤な

どで来たのかというようなアンケート調査

で、市町村の協力を得て取った人数が、令和

元年の数字で2,074という状況でした。やは

り、移住定住の窓口を利用する方も当然多い

んですけれども、総合的な熊本の魅力で移住

される方も多いかと思います。引き続き県の

相談窓口、相談会と市町村と連携して取り組

んでいく必要があると思っております。 

 今後もそういった取組の中で、熊本への人

の流れをつくっていきたいと思っておりま

す。 

 

○城下広作委員 県のは28人、55人と言われ

たけれども、市町村では何人というのはわか

らないんですか。 

  

○池永地域振興課長 地域振興課です。 

 市町村からのトータルの数としては2,074

ということで、県の窓口を利用した、市町村

の窓口を利用したというところの数字把握は

できておりません。 

 

○城下広作委員 分かりました。 

 要は、窓口の相談も市町村の窓口からの分

も、結構多いですよね。私は、だから県が頑

張り市町村が頑張ってとそういうんじゃなく

て、結果的には県とか市町村とか、やっぱり

お互いに力を合わせながら、情報を交換しな

がら、ある意味では相談に来たのを逃がさな

いじゃないけれども、ぜひ、そのまま決定し

て流れが実を結ぶような形で、頑張るという

作戦は非常に大事かなと思います、今後の戦

略の中で。どっちのまちづくりがいいとかそ

ういう意味じゃなくて、今からデジタルでば

んばんばんばんやって、恐らく行政だけの情

報じゃなくて、よく今、民放のテレビなんか

でも、いわゆる地方のよさなんかもあって、

ああいうのを見てからきっかけになって、行

ってみたい、調べたいというのもあると思う

んですよ。 

だから、いずれにしろ熊本に人を呼ぶとい

うことは、いろんな形で知恵を出しながら、

どういう釣りでも逆に言えば引っかかって来

るような形でも考えなければ大事になるのか

なということですね。そのときには、やっぱ

り行政は誰に聞いても熊本のよさが本当にあ

ると、ある意味でしっかりＰＲできていると

いうことで決めるというような形の連携は大

事かなと思いますので、ぜひ、これは私たち

は熊本を大変誇りに思っていますので、熊本

に来てもらって、ぜひ熊本で頑張ってもらっ

て成功してもらうという、大いに期待したい

と思いますので、ぜひ頑張っていただきたい

というエールも含めて、よろしくお願いいた

します。 
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○藤川隆夫委員長 それ以外に質問はござい

ませんか。 

 

○ 田大造委員 何点かあるんですが、まず

はインターンシップについて、もうちょっと

詳しくお聞きしたいんですけれども、８ペー

ジですね。 

 高校のいろんな種類が、工業高校、商業高

校、普通高校があると思いますが、インター

ンシップを今一人の生徒が何社ぐらい利用し

ているのかと、あと県内の何社がインターン

シップに応じて、実際に高校生が何人ぐらい

試してみるのか、それどうなっているのか教

えてください。 

 

○藤川隆夫委員長 高校教育課の岩本課長。 

 

○岩本高校教育課長 高校教育課でございま

す。 

 今、 田委員のほうからお尋ねにあった高

校生のインターンシップの現状について、お

話しさせていただきたいと思います。最新の

状況でございますけれども、本県の高校では

ほぼ100％の学校でインターンシップは実施

しております。ただ、専門高校ではほとんど

全ての生徒が実施しておりますけれども、普

通科の学校にあっては半分、約50％の生徒の

実施率にとどまっている現状でございます。

県全体としては、約70％という割合になって

おりまして、全国の平均が大体35％というふ

うに聞いておりますので、本県のインターン

シップというのは、全国の中では高いほうで

はないかというふうに思っております。 

 それで、教育委員会といたしましては、や

はり高校在学中に、大学へ進学をしている生

徒さんであっても、高校卒業後に就職を希望

する生徒さんであったとしても、高校在学中

にインターンシップを実施することは非常

に、県内企業への理解を図るという上で重要

であるというふうに認識しております。した

がいまして、普通科の学校にあっても、今後

インターンシップの実施率が高まるように工

夫をして取り組んでまいりたいというふうに

思っております。 

 今年度につきましては、やはりこのコロナ

禍の中で通常のインターンシップを実施する

ということは、少し難しい状況もございまし

た。 

 しかしながら、学校それぞれが工夫を凝ら

し、オンラインで説明会を実施したりするな

ど取り組んできているため、先ほど少し説明

ございましたけれども、県内企業への就職率

というのが、前年度に比べると少し上昇して

いる現状ではございます。 

 全体としては、例年61％の生徒が県内企業

へ就職内定をいただいている状況ではござい

ます。 

 以上でございます。 

 

○ 田大造委員 インターンの期間というの

は、高３の夏休みと考えてよろしいんです

か。１週間とか、どのくらいなんでしょうか

ね。そして１社だけなんですかね、高校生が

試してみるのは。 

 

○岩本高校教育課長 高校教育課でございま

す。 

 多くの学校は、夏休みあたりから始めてい

る学校が多いかと思います。 

 授業の一環として９月以降も、専門高校を

中心として行っておりまして、場合によって

は宿泊型のインターンシップを実施している

生徒もおります。複数回、夏休みに実施し、

なおかつ９月以降、複数回実施する生徒も、

希望によって行っている状況でございます。 

 

○ 田大造委員 ありがとうございます。 

 委員長、もう１問よろしいですか。 
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○藤川隆夫委員長 どうぞ。 

 

○ 田大造委員 すみません。 

 続きまして、９ページのブライト企業と、

よかボス企業に関して詳しく知りたいんです

が、ブライト企業が始まって結構時間がたつ

と思うんですが、昨年でしたか、見直しも含

めて今後検討していくという話が議会で出た

と思うんですが、今このブライト企業という

のは何社認定されていて、よかボス企業も何

社あるのか教えてください。 

 それと、コロナで県内企業の６～７割の企

業が業績を落とす中で、ブライト企業だった

企業もかなり業績が落ちて、ブライト企業じ

ゃなくなっているような状況はあるかもしれ

ないと考えているんですが、この辺、県はど

のように考えているのか、教えてください。 

 

○岡村労働雇用創生課長 労働雇用創生課で

ございます。 

 ブライト企業の認定数で申し上げますと、

今年度に新規に認定を行いましたものを含め

て348社、現在ブライト企業認定を行ってお

ります。３年ごとに認定後も、このブライト

企業というのは更新の時期を迎えて、３年ご

とにまた申請をし直してもらうということに

なるんですけれども、毎年、審査基準という

もの、20項目ありますけれども、それについ

ては随時見直しを行っていくと。認定後も、

さらにそのブライト企業としての若者の働き

やすさだったり、そういった点については引

き続き努力をしていただくというような、そ

ういう制度としているところです。 

 この新型コロナで影響を受けているところ

は、もちろんブライト企業の多くも受けてい

るというような状況になっていると思ってお

りますが、働きやすさという視点でブライト

企業のほうは認定を行っておりますが、業績

不振とかいうことのみでは判断しておりませ

んので、業績が悪いからといって取り消すと

いうようなことはありません。 

 以上でございます。 

 

○ 田大造委員 あと、よかボス企業のほう

の。 

 

○下山健康福祉政策課長 健康福祉政策課で

す。 

 よかボス事業について、お答えいたしま

す。よかボス事業は、平成29年度から取組を

始めておりまして、令和２年12月31日現在で

543企業、それから40の市町村が登録をして

います。 

 

○藤川隆夫委員長 今数字を出していただき

ましたが、 田委員。 

 

○ 田大造委員 ブライト企業というのは３

年ごとの見直しで、今までも認定から外すと

いうことは、今までないということでよろし

いですか。 

 

 ○岡村労働雇用創生課長 ３年ごとの更新

で、結果的に審査基準を満たさずに認定にな

らなかったところもあります。20項目の審査

項目で毎回毎回、点数化して認定を行ってい

るんですけれども、一定の点数が取れない企

業については、例えば離職者が出たとか給与

水準が業界平均よりも下がったとか、何かそ

ういったところについては、結果的に点数取

れずに認定できなかったところも一部ありま

す。 

 

○藤川隆夫委員長 よろしいですか。 

 

○ 田大造委員 はい。 

 

○藤川隆夫委員長 それ以外に、じゃ委員の

先生方から。 
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○髙木健次委員 ２ページなんですけれど

も、求人状況、これで７業種のうち５業種で

前月から増加となったということで大変、こ

れはコロナの感染状況等にもよると思うんで

すけれども、今非常に、昨日もちょっと質問

で出たんですけれども、外国人労働者ですよ

ね。これの求人というのも非常にやっている

と思うんですよね｡農業あるいは福祉、介護

とか、こういう分野について、この外国人労

働者の求人状況にはリンクはしてない、して

いる、どちらなんですか。 

 

○岡村労働雇用調整課長 外国人労働者のう

ちで、本県においては昨年の10月時点で１万

2,900人余りの外国人労働者の数字となって

おります。そのうち65％が、8,500人が実習

生というところになっております。これは、

農家であったりあるいは介護施設であったり

製造業のほうに、多くの方は実習を行ってい

らっしゃるという状況なんですけれども、外

国人労働者についても、ハローワークとかで

求人を出されるところもありますけれども、

多くは直接技能実習生の場合とかは直接海外

の送り出し機関と国内の監理団体との間でや

り取りをされておられると思いますので、そ

の数字はあまりここには入ってきてないと思

っております。 

 

○髙木健次委員 ただ、求人状況というこの

グラフからすると、この辺は外国人労働者は

入ってないということですが、やっぱり今こ

の日本の状況というのは、外国人労働者なし

ではやっていけない分野も非常に多いんです

ね。だから、昨日の商工労働部長の答弁で

も、旅費はいろいろ、なかなか支援できない

ところもあるけれども、今、外国人の航路と

いうものが、飛行機、航空路線が止まってい

ますよね。 

来たくても来られない、こっちから帰るの

も帰れないという状況で、非常にその辺で問

題が大きくなっておりますけれども、やっぱ

り外国人労働者も来ることによって、そこら

辺の、何といいますか求人状況というのは変

わってくると思うんですね、外国人労働者を

入れることによって。そういうことからする

と、外国人労働者に対する支援策というの

は、これに関連して大きく、何といいますか

影響してくるというふうに思います。 

 昨日ちょっと、その外国人労働者の支援策

というのもやりたいと、やるということでの

方向性は見えたんですけれども、ここはしっ

かり岡村課長、外国人労働者の、これも航空

路線が解禁になって、入って来ないとなかな

か、その辺の状況は見えてこない部分はある

かもしれませんけれども、この求人状況から

して非常に大事なことなのかなという感じが

しますので、当然、支援策というのもしっか

りと考えて対応してほしいというふうに思い

ます。 

 

○藤川隆夫委員長 何かある。では要望とい

う形でお願いします。 

 それ以外に先生方から。 

 

○岩本浩治委員 県内求人倍率が1.17です

か、全国よりも上がっていると。 

 ただ、これに対して、求人倍率は上がって

いますけれども、今度は求職者はどういうふ

うな進み方で職を求めて、その対比があるの

か、その辺ちょっとお聞きしたいんですね。 

 それともう一つは、気になっていますの

が、長期無業者という言葉であるんですが、

その長期無業者というのは大体何歳ぐらい、

年代的にはどのくらいの年代の人が長期無業

者でいるのか。そして男女の別。それによっ

て「くまもと型就職氷河期世代活躍推進事

業」の中に「多様な働き方推進事業」がある

んですが、これはどういう関連で整合性が出

てくるのかな。長期無業者という期間、どの

くらい就職してないことを指しているのかと
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か、ちょっとそれを教えていただければと思

うんですが。 

 

○岡村労働雇用創生課長 労働雇用創生課で

ございます。 

 まず１点目の、求人倍率の件についてです

けれども、１月については前月と比べて上昇

しております。これはもちろん求人数が、求

人倍率というのは求人数と求職者数の割合で

算出しますので、１月についていうと求人も

若干増えております。もちろん求職者はこの

１年間で毎月増えているというような状況に

なっております。 

 もう少し細かく申し上げますと、求人倍率

自体、全体の求人倍率は下げ止まりの傾向と

いうふうに言えるかと思うんですけれども、

細かく業種ごとにちょっと見ますと、例えば

宿泊・飲食業については、やっぱり大きな影

響を受けていて、依然厳しい状況かなという

ふうに思っております。あるいは求人が増加

している業種ということで言えば、建設業と

か製造業の一部は極めて好調ということで、

その辺、業種によって濃淡があっているかと

思います。あるいは食品製造業とか小売業、

同じ業種の中でも、巣籠もり需要に対応する

ような部分は求人が多くなっていますけれど

も、飲食店向けのところはやっぱり厳しいと

いうような、そういうふうに業種とか企業間

によって、少し濃淡が出ているような状況に

なっていると思っております。求人の状況に

ついては、以上のような状況です。 

 それからもう一つ、就職氷河期世代の中の

長期無業者ということについてなんですけれ

ども、長期無業者というのは、今のところ１

年以上という、１年を越えるものについて長

期無業というような扱いはされていたと思い

ます。 

 この就職氷河期世代の対象としては、大体

大きく分けると３つの類型グループに分けら

れるんですけれども、１つは、現在、非正規

でお仕事をされているけれども、本来は正社

員を希望していても、不本意ながら非正規雇

用の方が１つのグループであります。もう一

つが、長期無業の状態の方という、大体１年

以上お仕事に就いていらっしゃらない方とい

うのがあります。３つ目は、ちょっと福祉的

な支援が必要な、いわゆる「ひきこもり」の

方ということになるんでけれども、その中の

この長期無業者の方については、この就職氷

河期世代の支援の対象年齢が35歳から40代ま

でというふうになっておりますので、この氷

河期世代の支援では、その世代の方を対象に

支援をしていこうと思っております。 

 男女の割合について言うと、そこはちょっ

とあまり正確な数字はないんですけれども、

非正規雇用の方の本県においては７割が女性

の方ということになるんで、女性の方が多い

のかなと。あるいは35歳以上の方なんで、子

育てが一旦終わって就学している児童をお持

ちの、そういう世代の女性もやっぱり多いの

かなというふうには考えております。 

 

○岩本浩治委員 分かりました。 

 長期無業者は１年以上、ひきこもりとか非

正規は別としまして、１年以上、別の人が１

年以上就職をしないというのは、どうも私分

からないんですね。多分、生活面はいろんな

制度の援助を受けているんではないかと思う

んですが、やはり35歳から40代の、その病的

とか非正規以外の単純に長期無業者に対して

は、やはり強い就職指導力が必要じゃないか

なと私は思うんですよね。やはり自分の、い

わば食いぶちは自分でどうか稼ぐというのが

私の生活信条でしたから、そういう中で１年

以上、病気でもない、そして仕事をしなくて

何らかの援助を受けているというのは、どう

も私は分からなくて、職種を選ぶ前にやはり

こういう何といいますか、ハローワークさん

とか労働局ではっきりとした支援を、就職支

援というのを、強めのことが必要じゃないか
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なと思ったもんですから、ぜひそういうのを

お願いしたいなと思うんです。 

 

○藤川隆夫委員長 執行部から何かある。 

これは極めて難しい話で、逆に言うと今回

のこの議案から少しずれる部分もあるとです

けれども、極めて、今の話は無業者側がどう

してだ、仕事をさせなければいけないんじゃ

ないかというのを分かるのは分かるんですけ

れども、それをじゃどう行政がするかという

話になると、これはまた別の話になってくる

と思うので、なかなか答えづらいというふう

に私は思いますので、そしてまた今日のこの

議案から少しずれているような気がしますの

で、詳しい話がもしあったら、個別にまた聞

いていただければと思いますので、よろしく

お願いします。 

 それ以外に先生方から何か……。よろしい

ですか。どうぞ。 

 

○河津修司委員 ４ページ、この委員会の意

見として情報インフラを整備するとか出てい

るわけですけれども、ワーケーションとかや

る場合でも、セキュリティーの問題があると

いうふうな話も聞いているんですが、その辺

の整理の仕方というか、どの程度のセキュリ

ティーがあればいいかとか、分かりますか。 

 

○藤川隆夫委員長 答えるところはあります

か。 

 

○椎場情報政策課長 情報政策課でございま

す。 

 まず、うちのほうで考えておりますのは、

先ほど総務部長のほうからもありましたとお

り、インフラのほうはしっかり、市町村と一

緒に整備していきたいと思っております。 

 あとセキュリティーの部分に関しては、ど

ういうふうな使い方をするかというところに

なりますので、個別の企業さんだったり、あ

るいは個人で使われる場合は個人の対応にな

りますし、個別の企業さんだったりというふ

うな形になるかと思っておりますので、その

部分はそれぞれのところでしっかりやってい

ただくというようなことになってくるかと思

っております。 

 

○河津修司委員 分かりました。 

 ワーケーションを進めるとかいう話はあり

ますけれども、なかなかその辺の問題がある

のかなということを言われたもんですから、

ちょっと聞きました。 

 もう一つよろしいですか。 

 ５ページにも、スーパー中山間地域という

ような、国内外の人が憧れて住んでみたいと

いうようなことで、スーパー中山間地域とい

うような言葉を使っていますけれども、我々

からすると、中山間地域は住むのには条件不

利地域というか、そういうイメージだったの

がスーパー中山間地で、住んでみたくなると

いうような、そのイメージとする、その中山

間地域がそういった地域になり得るのかなと

いう感じは持つんですけれども、どうなんで

すか。 

 

○渡邉農林水産政策課長 農林水産政策課で

ございます。 

 スーパー中山間地域が、どういうものを目

指しているかと申しますと、別添の４ページ

に予算として資料をつけさせていただいてお

ります。 

 確かに委員御指摘のとおり、中山間地域は

非常に条件が不利で、住むのには難しいとい

う所でありますけれども、一方で、それぞれ

独自に持っている地域独特のよさというもの

があると思っております。そのあたりを輝か

せるように、磨き上げるようにという施策を

今までソフト面、ハード面で打ってきている

わけですけれども、全国を見渡しますと、例

えば徳島県の上勝町であったりだとか高知県
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の馬路村であったりだとか、全国的にも非常

に有名で名が知れているような中山間地域と

いうのが存在しているのではないかと思って

おります。 

 そのようなものを本県でも複数の集落でま

とまるような範囲でつくり上げて、県や市町

村も入り、地元の方と一緒に全国的に有名な

シンボルとなるような中山間地域をつくり上

げていきたい、このような事業でございま

す。 

 以上でございます。 

 

○河津修司委員 分かりました。 

 非常にそういった地域が、そういった村と

いうのは全国的にも有名だし、憧れる方もお

られると、住んでいる方もおられますし、そ

ういったことを見習って、熊本もそういった

地域をたくさんつくっていけるように、これ

からコロナの中で努力していきたいと、私た

ちも今進めるようやっていきたいと思いま

す。分かりました。 

 

○藤川隆夫委員長 ほかには。はいどうぞ、

橋口委員。 

 

○橋口海平委員 要望で、移住定住に関して

なんですが、子を持つ親としたら、やっぱり

学校がどういうものなのかというのは、とて

も気になるところなんですが、県のホームペ

ージとかそういうのにあまり、あまりという

か、移住定住に関してと教育のリンクという

のが全くございません。さっき野尾さんが教

育ということも話したので、ぜひ教育委員

会、市町村がメインにもしかしたらなるかも

しれないんですけれども、情報提供とかそう

いうのをぜひリンクをしていただきたいと思

います。 

 要望です。 

 

○藤川隆夫委員長 分かりました。では要望

で対応させていただきます。 

 はい、どうぞ 田委員。 

 

○ 田大造委員 10ページの、結婚に関して

ちょっとお聞きしたいんですが、これもコロ

ナで去年、結婚する人自体がかなり少なくな

っているということでした。非常にそういう

ニュースが流れていたんですけれども、昨日

ホテル関係者とちょっと話す機会がありまし

て、県内でも有名なホテルなんですけれど

も、もうほとんど結婚式自体が予定がないと

いう、そういう悲痛に近いような声を聞きま

して。 

 今、熊本県でこういう現状に対して何らか

の支援策とか、結婚の数を増やすような新た

な取組がやっぱり必要になってくると思うん

ですけれども、どういうふうになっているか

教えてください。 

 

○下山健康福祉政策課長 健康福祉部でござ

います。 

先ほどよかボス企業のお話をさせていただ

きましたけれども、それとは別に令和元年の

７月に、企業間の交流支援センターというの

をつくりまして、結婚応援フォーラムとか婚

活サポーター養成など、あと、よかボス事業

の交流支援などをしております。 

今年は、どうしてもコロナ禍ということで

十分な活動ができてない部分もありますけれ

ども、そういった企業間の連携とか、あと自

主的な企業の活動によって、少しでもそうい

った御縁をつなぐといいますか、そういった

取組も県のほうではしております。ちょっと

十分なお答えではないですけれども、１つの

例として紹介させていただきました。 

 

○藤川隆夫委員長 田委員よろしいです

か。ほかは大丈夫ですかね。 

 それでは、次に行政サービスの維持向上に

関する件について、質疑を受けたいと思いま
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す。 

 

○城下広作委員 14ページについて、お尋ね

します。 

 今、行政システムが国と市町村と同じよう

なシステムでやるというのは効率もいいと思

うんですけれども、県もそうですね。県と市

町村、国と市町村、これが一番その、本当は

統一してもらいたいんだけれども、現状はば

らばらで、一番困っているというのが何か特

化してありますか。下水道のことは、ここで

書いてある。これだけは早く統一化したほう

が、市町村と国との情報共有が絶対いいんだ

と、だけれども現状はばらばらだというの

で、とにかくやりたい、やらなければいか

ぬ、何かそういうのがありますか。特化し

て。 

 

○椎場情報政策課長 情報政策課でございま

す。 

 委員御指摘のとおり、個別の現場のほうで

は、そういったお話があろうかと思っており

ます。 

 ただ、現在の環境が、委員お話しあったよ

うに個別の市町村ごと、あるいは県、あるい

は国もそれぞれの形で現在システムの構築が

なされておりますので、例えば外部の方々が

利用されるとき、市町村が変わるとまたやり

方も変わってしまうとか、そういった現場の

問題があろうかというふうに思っておりま

す。 

 現在、国のほうでは、そういったシステム

を統一、いわゆる共通に利用できるような基

盤をつくろうというような動きがあっており

ますので、県としましてもそういった状況を

見据えながら市町村を支援してまいりたいと

いうふうに思います。 

 

○城下広作委員 例えば災害のときの罹災証

明なんかも、各市町村で全然システムがばら

ばらで、それが結果的に全国というか同じよ

うなシステムになると非常に手続が簡素化し

て利便性が向上するとか、それが各市町村に

移動しても、それがいいというような話もあ

るんです。こんなのは何か統一したほうがい

いのかなと思う。 

 今回、私も質問したけれども、例のワクチ

ンの接種記録なんかも、国は一生懸命、同じ

統一で全部やろうとして今やっているけれど

も、市町村にアンケートを採ると、市町村は

人間がおらぬとか難しいとか機械がどうだこ

うだとか言って、敬遠しよるんだ。だけれど

も、あれも接種記録を統一しておくと、その

人間がほかの県から移動したときに、あなた

は最初どこで打ちましたか、２回目はここで

すねとかいう管理が分かって、非常に大事な

んだけれども、結果的に市町村にそういうの

を投げると、難しいとか、また機械がどうだ

こうだとかそういう感じになるから、デジタ

ル社会を目指すという部分で、こういうこと

をきっかけとして、なるべく統一できれば統

一するような形でやるような、それに対し市

町村が１つ技術が不足すれば、それを県がバ

ックアップするというような形を広域的にし

っかりやってもらいたいなと、せっかくこう

いうふうに課題として上がっています。ぜ

ひ、お願いいたします。 

 

○藤川隆夫委員長 それ以外に、先生方から

ありませんか。 

 

○ 田大造委員 県庁職員のデジタル技術の

使い方のスキルに関してなんですが、行政が

デジタル化するというのは大いに結構なこと

なんですが、私は今回の一般質問でも途中で

ヒアリングでいろいろ聞いたんですが、

「4,200人県庁職員さんがいらっしゃって、

デジタルスキルというのは全部が同じような

スキルアップしていくんですか。」というふ

うに聞きましたら、「これはもう個々の対応
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に任せている。」というふうな話でして、「同

じエクセルの高度な使い方とか、そういうの

を研修する場所というのはないんですよ。」

ということなんですが、日進月歩こういうデ

ジタル技術が更新されていくと思うんです

が、その対応は私からしてみれば、県庁職員

はみんなすごい、ある程度使いこなせるとい

う状況にあってほしいと願っているんです

が、実際なかなかそうはならない。その辺、

今どうなっているのか教えてください。 

 

○椎場情報政策課長 情報政策課でございま

す。 

 委員おっしゃったとおり、まず県職員のデ

ジタル技術、いわゆるデジタルスキルといい

すか、そういった部分については４千数百人

それぞれレベルがあるのかなというふうに思

っております。 

 今回、我々の中で感じておりますのは、コ

ロナ禍でいわゆるオンライン会議だとかそう

いったものが、定着しつつあるというふうな

状況もございます。そういった意味で、今ま

で少しセキュリティーの関係をしっかり周知

をして、職員さんにもセキュリティーの関係

の取扱いについてはしっかりしてきたんです

けれども、さらに加えて、そういったオンラ

イン会議の技術とかそういったものも必要に

なってくるのかなというふうには感じており

ます。 

 ただ一方で、普通の県職員にどこまでそう

いったものを求めるかというところもありま

すので、そのあたりはしっかり、どれだけ必

要なのかというところは県のほうでも見極め

ながら、必要な研修などをしっかりできれば

というふうに考えております。 

 

○ 田大造委員 ぜひ、テレワークの推進を

今後もずっとやっていくと思うんですが、テ

レワークもある程度のスキルがないとうまく

いかないと思いますので、ぜひよろしくお願

いします。 

 

○藤川隆夫委員長 ほかには、ありますか。 

 

○溝口幸治委員 私もちょっとデジタルの関

係ですけれども、熊本県ではＤＸ有識者会議

でしたっけ、情報提供をいただいて、第２回

目が開催されるということで、その中でしっ

かり議論をされていって今後の方針が出るん

だと思いますけれども、一方、三重県は三重

県庁の中にデジタル庁というのをつくって、

民間から公募して、そのデジタル庁のトップ

に人材を置くということをやられているよう

であります。 

 今後、熊本県の場合もどこかの時点で、そ

の有識者会議の中で仮にそういう話が出て民

間から持ってきて、県庁内あるいは民間団体

との連携、市町村との連携とかという進み方

の可能性があるのかどうか。というのが、

昔、県庁ではその情報推進とか情報政策とい

うところでは、民間の方を雇って、今でもい

らっしゃいますけれども、取り組んだ経緯が

ありますけれども、そこをどういうふうに考

えているのか教えていただきたい。 

 

○椎場情報政策課長 情報政策課でございま

す。 

 委員御指摘のとおり、民間からの、いわゆ

るそういう専門家といいますか、デジタルに

詳しい人材を県の行政の中に生かしていくと

いうのは重要なことだというふうに思ってお

りまして、我々のほうも人事当局といろんな

相談をさせていただいております。ただし、

どういう形で登用していくかとか、意見を取

り入れていくかとか、それはいろんな手法が

あろうかと思っておりますので、今後引き続

き人事部局とも相談をしながら、必要な対応

を考えていきたいというふうに思っていま

す。 
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○溝口幸治委員 私は決して採用したほうが

いいというのを断定的に言っているわけでは

なくて、やっぱりこの世界非常に早いので、

しっかり協力をやっていくというか、場合に

よっては雇うこともあるでしょうけれども、

そういう連携がとれる体制をしっかり構築し

ていくことが大事だと思いますので、引き続

きよろしくお願いいたします。 

 

○藤川隆夫委員長 それ以外には。 

 

○松田三郎委員 もう最後の委員会ですの

で、ちょっと一言、要望なりお願いしておき

たいと思います。 

 といいますのが、これから言うことは恐ら

く多くの方の賛同を得られない発言だと思い

ますし、時代に逆行すると言われるのを承知

の上で申し上げますが、資料の例えば22ペー

ジ以降、参考で挙げてありますが、先ほど産

業人材育成のところでも市町村間の努力なり

競争であるとかという話が出ておりまして、

そこと考え合わせると、特に私の選挙区で昨

年の７月の豪雨災害とかを経験した後を考え

ると、やっぱり市町村、県も含むかもしれま

せんが、地方の役所、役場、地方公務員の数

を、今まで我々の思考停止状態といいます

か、国から、「減らせ減らせ」、「増やすな」、

「交付税削減するぞ」、というような脅しと

までは言いませんけれども、そういうのをち

らつかされて、とても増やせる状況じゃない

という前提で物を考えてまいりました。事

実、市町村も従順でございますので、退職不

補充とか、あるいは退職者の範囲内での新規

採用とかで、非常に少なめ少なめの今人員に

なっているんだろうと思っております。 

 ただ、こういう状況になると、やっぱり地

方公務員の市町村の役場の職員をやっぱり増

やすべきじゃないだろうか、というような考

えに今、私は至りつつあります。これは、こ

の我々の議会の、10年近く前ですか、やっぱ

り地域対策特別委員会というのがございまし

て、当時、合併云々の話のときに、じゃ１

人、市町村の職員さんが１人何役ぐらいやっ

ているだろうかというような統計をとった経

験がございまして、大体平均すると、小さい

村役場とか町役場では１人の職員さんが、そ

れは管理職を含めてですけれども、大体４つ

とか５つの仕事を掛け持ちしているというよ

うな状況は、今もあまり変わってないんだろ

うと思います。もちろん、さっきの話と共通

するのは、もしかして、じゃ単独の自治体で

やっていけないんだったら、どうぞ合併して

ください、あるいは垂直補完、水平補完でき

ないところは、やっぱりどこかに助けを求め

るというようなところのほうが、今議論は大

きいんだろうと思っております。 

 あるいは、この資料にあるように、災害が

あったときには国でありますとか他の都道府

県あるいは他の市町村からも派遣していただ

いて、応援をしていただくということはあり

ますが、やっぱりしょせんこの永続的、恒常

的な職員さんではないわけですし、さっき言

いましたように１人何役もする中で、この災

害の復旧に関して忙殺されると、待ったなし

の、例えば税務関係の仕事であるとか福祉関

係は、「いやいや、災害があっておるんで先

延ばしします。」と言えない事務事業もたく

さん抱えていらっしゃる。そういう状況を考

えると、あんまりこれ以上災害があっちこっ

ち、ないに越したことはありませんが、１人

の職員の負担を過重にしてしまうと、事実、

災害の自治体ではメンタルをちょっと壊した

職員さんも結構いらっしゃるという話を聞く

と、堂々と職員数を増やすという議論も要望

もしていってもいいのかなとは思っておりま

す。山本部長とかあるいは、今日この場には

いらっしゃいませんが、企画部長は財務省か

らとか、部長は総務省から、これから出世な

さるであろうと期待しておりますので、本省

に帰られて、決して地方だけ増やせという意
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味じゃなくて、これは厳しいかもしれません

が、国の場合は逆に国家公務員は権限委譲と

かあるいは規制改革、規制緩和というのとセ

ットで、やっぱりちょっと減らしていただ

く、これは虫がいいように聞こえるかもしれ

ませんが、ただ九州にある出先のほうはやっ

ぱりあまり減らさないという工夫をしなが

ら、地方のほうは一挙に増やしてくださいと

は言いませんけれども、今までのように、減

らせ減らせ増やすな、というような掛け声だ

けではなかなかこの、一方では合併しなさ

い、あるいはよそに頼ってやっていきなさい

というようなことだけでは、どうも済まない

のかなと思いますので、部長に聞くのも……

要望とは言いましたけれども、どうですか。 

 

○藤川隆夫委員長 何かコメントがあれば、

部長。 

 

○松田三郎委員 今は、少なくとも熊本県職

員ですからね。 

 

○山本総務部長 今、足元で県の状況を申し

上げますと、職員数については、地震それか

ら豪雨災害もありましたこともあって、減ら

すということはしておりませんで、現状の数

を維持しながらやっていこうということで、

トータルとしてはやらせていただいておりま

す。 

 その中で、例えば災害の関係で言いますと

事務職とか、保健師さん今回コロナの関係、

それから災害の関係、土木の職員なんか、そ

れぞれの専門的な技術なり知識を持った方々

がいます。これからまた人事委員会等とも御

相談ですけれども、例えば土木の職員なんか

は、大分数が一般の行政職と同じように減っ

てきましたけれども、こういった災害がある

ようなときは、今回国に直轄代行をお願いし

たりいろいろしている中で、やはり県として

もその技術的に、あるいは行政としての体力

を一定保っていかなければいけないというこ

とで、少し増やすというかそういう方向でい

けないかな、ということを考えております。

また人事委員会等とも相談しながら、実際の

数とか考えていかなければならないところで

ありますけれども、そういったことも一つ一

つの個別の場面ではやっていければな、とい

うことでやろうとしてございます。 

 やっぱり市町村も含めて、全体的に公務員

の数をどうするかというのは非常に大きな問

題だと思いますが、１つは技術とかそういっ

た中で、あるいは１つの市町村なり県なんか

では、少しずつしか仕事がないんだけれども

というところは、この今回の資料に入れさせ

ていただいておりますけれども、ある程度国

の仕事にして業務の効率化なり適正配分とい

うのは、少し大きな視点で考えていくという

のも必要だと思いますし、一方で必要な数を

確保していくというのは大切なことだと思い

ますが、やはりそこは国民、県民、市民の御

理解をいただきながら、やはり増やすという

のがなかなか、どう受け取られるかというと

ころもあろうかと思いますので、そことの兼

ね合いもあるかと思いますけれども、特に仕

事のほうが、職員の過重になり過ぎないとい

うのは一方で大切な視点かと思いますので、

そこは技術を入れる、共同でやっていくとか

様々な手法の中で、人員確保と併せて、業務

の質の確保といいますか、業務がしっかり遂

行できるような体制というのを考えていくと

いうのが大切かなというふうに思っておりま

す。 

 以上でございます。 

 

○松田三郎委員 なかなか答えにくい質問を

しましてですね。 

 もう一つ言い忘れた視点としては、過疎の

町、村にとっては、役場というのは、大きい

企業なり働き口もあまりないわけですから、

町や村には。やっぱり優秀な人間が流出しな
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い意味での働く場という、大きな総合企業み

たいな、その地域でですね、という側面もあ

りますので、そういう方々が残っていただい

て、地域経済にもいろいろ家を建てるとか物

を買うとか子育てするとか、そういう経済面

への貢献もございますので、どうか、さっき

言いましたように１人何役もなさっている中

で、野尾さんがおっしゃったように、移住定

住も進めるために、これもやってください、

あれもやってください、こうなるとなかな

か、逆に、いやいやもう、自分で何か言うと

仕事が増えるからやめておこうというような

内向きな傾向も一部にございますので、そう

いう意味でのそういう実情もしっかり把握し

ていただいて、来るべき時期が来ましたら大

きな声で、地方公務員を増やせと言おうかな

と思っておりますので、ぜひ頭の隅に置いて

おいていただきたいと思います。 

 以上でございます。 

 

○溝口幸治委員 すみません、ちょっと関連

しますけれども、私も災害を経験して感じる

のは、水は低いところに流れるけれども、仕

事はできる人のところに集まるんですよね、

この災害を通じてつくづく思ったのは。結

局、言い方は悪いかもしれぬけれども、でき

ないやつは緊急事態のときに仕事は与えられ

ない。つまり、できる人のところに全部い

く。やっぱりできる人は、多分この８か月ぐ

らいで３つも４つも部署を変わるわけです

ね、小さい自治体は。だって一個終わった

ら、もうその人はできるので異動させて、そ

の人にやらせるんですよ。できない人は、ま

すます暇になるというふうに、これは私の実

体験です。見ていて、そう思います。県庁だ

ってそうですね。いろいろ自治体へ行っても

らう人というのは、やっぱりできる人、これ

ぐらいのレベルの人が欲しいとお願いするわ

けですから、そうなっていきます。となる

と、とても人材育成が大事だなというふうに

感じます。 

 先ほどの企業誘致とか移住定住もそうです

けれども、窓口の職員の熱量とか窓口の職員

の器量というか、それでやっぱり大きく変わ

るんですよね。よくそういう話をすると県

庁、「いや県庁は組織で仕事をしていますか

らそういうことはありません。」と言います

けれども、例えば振興局でも、同じポストは

ずうっと、何年も同じポストはあるんだけれ

ども、人が変わるとがらっと雰囲気が変わる

ということでは、やっぱりその担当者、窓

口、つまり行政の人材育成非常に大事だと思

います。 

 そうなると、採用の件もそうですが、やっ

ぱり学びたい人、自分のレベルを上げたいと

いう人が学べるような環境というか、例えば

視察に行くだとか研修に行くだとかという制

度を充実させる、あるいは人脈をつくるため

には、やはり時間外にどれだけいろいろな人

と交流するかというのがあって、私が昔まだ

議員になる前にお会いしていた県庁職員の人

たちというのは、結構、交際費というか、使

えるお金が多い時代だったので、結構、夜頑

張って活動されて、人脈も広げて、本当に困

ったときには県庁職員に頼む、みたいな時代

はやっぱりあったですね。最近は、何度か言

っていますけれども、そういう自由に使える

金もないし、県庁職員もたたかれて給料どん

どん下がるので、夜の街とか夜皆さんとつき

合うというのは、今コロナもあるけれども、

なかなか減ってきていると。やっぱりこうい

う経験というのは、若いときに皆さん方は、

必要ですよ。そういうこと。特に若い人たち

ですね、県庁に入ったら夢と希望はあるみた

いな、学べば学ぶほど、頑張れば頑張るだけ

スキルアップできるんだという雰囲気をつく

らないと、これからこれだけたたかれる行政

……我々も一緒ですけれども、こういう仕事

に就く人がいなくなると思うんですよ｡そう

意味ではやっぱり行政の、これ市町村も含め
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て、そういう職員の視察とか勉強とか交際費

とかという環境整備をもう１回考えるという

のも、どこかでやっぱり必要だと思いますの

で、これについても部長がしかるべき立場、

位置になったときにですね、お願いしておき

たいというふうに思います。もう、いいです

よこれで。 

 

○藤川隆夫委員長 ほかには、先生方から特

にありませんでしょうか。いいですね。 

 ほかにないようですので、質疑はこれで終

了いたします。 

 次に、議題４、閉会中の継続審査について

お諮りします。 

 本委員会に付託の調査事件については、引

き続き審査する必要があると認められますの

で、本委員会を次期定例会まで継続する旨、

会議規則第82条の規定に基づき、議長に申し

出ることとしてよろしいでしょうか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○藤川隆夫委員長 よろしいですね。はい。 

異議なしと認め、そのようにいたします。 

その他に入りますけれども、その他で先生方

から何かありませんでしょうか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○藤川隆夫委員長 はい。 

 なければ、本日の議題についてはこれで終

了いたします。 

 これをもちまして、本日の委員会を閉会い

たします。 

午前11時43分閉会 

 

○藤川隆夫委員長 それでは、本年度最後の

委員会でございますので、一言御挨拶を申し

上げたいと思います。 

 なったばかりで特に言うことはないんです

けれども、この１年間、本当に緒方副委員長

はいろんな形で、委員長が不在のときもあり

まして、取りまとめをしていただいたこと

に、本当に改めて感謝申し上げたいと思いま

す。 

 この委員会で、地方創生に資する産業人材

確保に関する件、並びに行政サービスの維持

向上に関する件という、２つの付託議案であ

りましたけれども、コロナ禍でもあり、また

昨年の７月豪雨ということもあり、いろんな

形で意見が飛び交ったというふうに思ってお

ります。 

 その中で、今日も議題に上がっておりまし

た、やっぱり少子高齢化の中での人口減少、

この中でどう基礎自治体がやっていくのかと

いう話、その中で移住定住の話も今回出てお

りました。ただ、全体としては、やっぱり人

口減少を頭の中に置いて、その中で各基礎自

治体も考えていかなければいけない時代にも

う入ってきていると思います。これは当然、

県庁もなんですけれども、その中で基礎自治

体がいかに生き残っていくか、その中で横の

連携をどうやって取っていくのか、あるいは

県がそこをどう下支えしていくのかというの

が、おそらくこれから大きな課題になってく

るのかなというふうに思っております。 

 特に、今回の新型コロナウイルスに関する

ワクチン接種に関しては、接種自体は基礎自

治体がやることになっているんですけれど

も、やはり基礎自治体では医療資源のばらつ

きがあり、その中でどうするかという形で、

やっぱり広域連携を取っているような状況も

あります。ある意味一つの試金石にもなるの

かなというふうに考えておりますので、逆に

言うと横の連携をどう取っていくのか、これ

はＵＩＪターンに関しても同様だというふう

に私は思っております。45の市町村が、自分

のところにということで、おのおのやってい

く時代ではもう恐らくなくなるんじゃないの

かな。そのエリア、エリアごとに各基礎自治

体が連携を取りながら、自分のところに戻っ

て来てほしいという活動をやっぱりもうやっ

ていかなければいけない時代に入ってきてい

る、というふうに考えておりますので、その
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ことを踏まえながら県は各基礎自治体を支え

ていっていただければというふうに考えてお

りますので、よろしくお願いを申し上げま

す。 

 また、本当に山本部長はじめ執行部の皆さ

んは、いろんな角度からのいろんな質問がき

て大変だったろうというふうに思いますけれ

ども、御苦労さまでございました。 

 また、特に総務部の宮本理事が本年３月末

をもって御退職ということで、本当に長い間

御苦労さまでございました。重ねて、厚く御

礼申し上げます。 

 引き続きまして、緒方副委員長からも一言

御挨拶をお願いいたします。 

 

○緒方勇二副委員長 一言、御挨拶申し上げ

ます。 

 昨年２月に副委員長に選出いただき、この

１年間、早田前委員長そして本日からの藤川

委員長をはじめ、委員の皆様方には温かい御

支援、御協力を頂き、副委員長としての任を

無事に果たすことができました。ありがとう

ございました。 

 また執行部の皆様方には、何かとお世話に

なりました。とりわけ昨年の豪雨災害の折に

は、特に県庁のパワーを本当に感じた次第で

した。ありがとうございました。 

 また、丁寧な説明や答弁など真摯に対応い

ただきましたこと、心から感謝申し上げま

す。 

 今後、地方への人の流れをしっかりと受け

とめられるような施策を講じていただいて、

どうぞ選ばれる熊本となりますよう、心から

祈念申し上げ、御挨拶とさせていただきま

す。ありがとうございました。 

 

○藤川隆夫委員長 それでは、これで委員会

を終了いたします。御苦労さまでした。 

  午前11時47分 
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